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範
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―
ゲ
ー
ム
理
論
に
よ
る
分
析
を
手
が
か
り
に

―小

塚

真

啓

一　

は
じ
め
に

　

日
本
の
所
得
税
・
法
人
税
で
は
、
シ
ャ
ウ
プ
勧
告
以
降
、
法
人
利
益
の

二
重
課
税
（
多
段
階
課
税
）
の
排
除
を
目
的
と
す
る
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ

ン
措
置
が
一
貫
し
て
維
持
さ
れ
て
き
た
が
、
近
年
で
は
、
法
人
間
配
当
の

益
金
不
算
入
に
お
け
る
不
算
入
率
の
縮
減
や
適
用
除
外
要
件
の
拡
大
な
ど

に
代
表
さ
れ
る
よ
う
に
、
そ
の
縮
小
が
進
行
し
て
お
り
、
そ
の
こ
と
へ
の

否
定
的
評
価
も
あ
ま
り
見
ら
れ
な
い
。
こ
の
よ
う
な
ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス

テ
ム
へ
の
回
帰
の
現
象
に
は
、
は
た
し
て
、
正
当
性
が
認
め
ら
れ
る
の
で

あ
ろ
う
か
。
本
稿
で
は
、
ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
の
正
当
化
を
主
張
し

た
先
行
研
究
を
手
が
か
り
に
、ゲ
ー
ム
理
論
な
ど
の
知
見
も
活
用
し
つ
つ
、

そ
の
疑
問
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
る
こ
と
に
し
た
い
。

二　

法
人
所
得
課
税
の
意
義

　

法
人
所
得
課
税
の
位
置
づ
け
は
、
国
ご
と
、
時
代
ご
と
に
様
々
で
あ
る
。

　

日
本
に
つ
い
て
は
、
次
の
よ
う
な
変
遷
が
見
ら
れ
る
。

　

『
シ
ャ
ウ
プ
勧
告）

1
（

』﹇
第
一
巻
一
一
三
頁
﹈
で
は
、
従
来
の
い
わ
ゆ
る
法

人
実
在
説
が
排
さ
れ
、
法
人
税
は
「
法
人
の
利
益
に
対
す
る
株
主
の
持
分

に
対
す
る
大
雑
把
な
源
泉
徴
収
の
一
形
態
」
と
位
置
づ
け
ら
れ
た
。
そ
し

て
、
同
勧
告
を
受
け
た
翌
昭
和
二
五
年
の
税
制
改
正
で
は
、
そ
の
よ
う
な

位
置
づ
け
に
整
合
的
な
諸
改
正1
＊

が
行
わ
れ
た
。こ
の
と
き
の
配
当
控
除
も
、

法
人
税
（
相
当
額
）
を
株
主
に
直
接
帰
属
さ
せ
る
も
の
（
イ
ン
ピ
ュ
テ
ー

シ
ョ
ン
（
株
主
法
人
税
帰
属
方
式
））
で
は
な
か
っ
た
が
、
法
人
税
が
株
主

の
コ
ス
ト
と
理
解
さ
れ
た
こ
と
は
、「
源
泉
課
税
に
対
し
て
大
ざ
つ
ぱ
な
控

除
を
行
う
」
と
い
う
説
明
（『
シ
ャ
ウ
プ
勧
告）

1
（

』﹇
第
一
巻
一
〇
七
頁
﹈）
か

ら
明
ら
か
で
あ
る
。

　

だ
が
、
昭
和
四
五
年
の
税
制
改
正
（
昭
和
四
五
年
法
律
第
三
六
号
）
で

は
、
法
人
税
は
「
企
業
独
自
の
コ
ス
ト
」
で
あ
り
、
配
当
控
除
は
「
資
本

市
場
の
育
成
に
資
す
る
…
特
別
措
置
」
で
あ
る
と
の
理
解
の
下
（『
昭
和
四

六
年
長
期
答
申）

2
（

』﹇
一
三
六-

一
四
一
頁
﹈）、
控
除
率
の
大
幅
な
引
下
げ
が
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実
施
さ
れ
た
。
も
っ
と
も
、
近
年
の
金
融
所
得
課
税
の
一
体
化
に
お
い
て
、

上
場
株
式
に
係
る
配
当
所
得
へ
の
比
例
分
離
課
税
が
「
法
人
税
の
負
担
を

含
め
た
と
し
て
も
、個
人
の
負
担
水
準
と
し
て
は
相
当
程
度
軽
減
さ
れ
る
」

と
し
て
正
当
化
さ
れ
た
よ
う
に
（「
基
本
的
考
え
方）

3
（

」﹇
二-

一-

⑴
﹈
参

照
）、
株
主
の
コ
ス
ト
と
し
て
の
法
人
税
の
位
置
づ
け
は
、
い
ま
な
お
完
全

に
は
排
斥
さ
れ
て
い
な
い
。

　

ア
メ
リ
カ
で
は
、Bank 2005

）
4
（

が
紹
介
す
る
よ
う
に
、
一
九
三
六
年
の

未
分
配
利
潤
税
（undistributed profits tax

）
導
入
に
伴
っ
て
配
当
の

一
部
非
課
税
（
個
人
）
が
廃
止
さ
れ
て
以
降
、
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン
（
統

合
）
措
置
の
な
い
、
い
わ
ゆ
る
ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
の
法
人
税
制
が

今
日
ま
で
継
続
し
て
い
る
。
ま
た
、
一
九
八
六
年
の
税
制
改
正
で
は
、
法

人
資
産
含
み
益
へ
の
（
法
人
段
階
）
課
税
を
完
全
清
算
（com

plete 
liquidation

）
で
も
実
施
す
る
こ
と
と
さ
れ
（
い
わ
ゆ
る
、General 

U
tilities

原
則
廃
止
）、
ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
が
強
化
さ
れ
た＊

２
。

　

合
衆
国
財
務
省
は
、
そ
の
後
、
同
改
正
で
連
邦
議
会
が
実
施
を
命
じ
た

法
人
税
制
改
革
の
研
究
と
し
て
、
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
検
討
に
取
り

組
み
、一
九
九
二
年
に
報
告
書
を
連
邦
議
会
に
提
出
し
た（T

.D
. Report 

1992

）
6
（

）。
さ
ら
に
、
二
〇
〇
三
年
に
は
、
上
記
報
告
書
に
基
づ
き
、George 

W
. 
Bush

政
権
が
、（
法
人
税
）
課
税
後
利
益
に
対
応
し
た
配
当
を
非
課

税
と
す
る
こ
と
を
提
案
し
た
（Greenbook 

2004

）
7
（

﹇pp.11-22

﹈）。
だ

が
、
同
提
案
は
、
立
法
に
は
至
ら
ず
、
配
当
へ
の
適
用
税
率
を
キ
ャ
ピ
タ

ル
・
ゲ
イ
ン
と
同
様
に
軽
減
す
る
こ
と
で
決
着
し
た
。

　

も
っ
と
も
、
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
、
一
貫
し
て
ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ

ム
が
維
持
さ
れ
て
き
た
理
由
は
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
。た
と
え
ば
、

A
rlen &

 W
eiss 1995

）
8
（

は
、
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン
論
者
が
、
そ
の
実
現

に
不
可
欠
な
法
人
経
営
者
集
団
の
支
持
を
得
る
努
力
を
怠
っ
て
い
た
か
ら

に
過
ぎ
な
い
と
主
張
す
る
。
ま
た
、K

lein 1972 （
９
）﹇pp.43-74

﹈
は
、
ク

ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
の
根
拠
と
し
て
法
人
実
在
説
（entity theory

）

を
指
摘
し
つ
つ
、
法
人
実
在
説
に
つ
い
て
は
、
歴
史
的
経
緯
に
よ
り
基
礎

付
け
る
の
が
せ
い
ぜ
い
で
あ
る
と
結
論
付
け
て
い
る
。

　

こ
れ
に
対
し
、A

vi-Y
onah 2004

）
10
（

﹇pp.1231-1249

﹈
は
、
法
人
経
営

者
が
政
治
過
程
、
従
業
員
の
経
済
状
況
、
そ
し
て
場
合
に
よ
っ
て
は
市
場

を
支
配
す
る
権
限
を
持
ち
う
る
こ
と
を
正
当
に
評
価
す
る
も
の
と
し
て
、

法
人
実
在
説
を
支
持
し
、
さ
ら
に
、
そ
う
し
た
法
人
経
営
者
の
権
限
を
規

制
す
る
手
段
で
あ
る
と
し
て
、
ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
を
正
当
化
し
よ

う
と
す
る
。
し
か
し
、Bank 2006

）
11
（

﹇pp.899-901

﹈
は
、
規
制
手
段
の

性
格
の
強
い
措
置
（
申
告
書
の
公
開
や
、
内
部
留
保
を
抑
制
す
る
未
分
配

利
潤
税
）
が
導
入
直
後
に
廃
止
さ
れ
て
い
る
こ
と
な
ど
を
理
由
に
、
そ
の

主
張
の
妥
当
性
に
疑
問
を
呈
し
て
い
る
。

　

経
済
学
の
知
見
に
基
づ
く
ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
の
議
論

に
目
を
向
け
る
と
、Sorensen 1995

）
12
（

や
、
赤
石
二
〇
〇
三）

13
（

が
整
理
す
る
よ

う
に
、
そ
れ
が
法
人
利
益
へ
の
経
済
的
二
重
課
税
を
も
た
ら
す
も
の
で
あ

る
と
理
解
す
る
こ
と
に
つ
い
て
は
コ
ン
セ
ン
サ
ス
が
あ
る
よ
う
で
あ
る

が
、
経
済
活
動
に
悪
影
響
が
あ
る
か
否
か
に
つ
い
て
は
、
意
見
が
一
致
し

て
い
な
い
。

　

す
な
わ
ち
、
ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
は
、
企
業
の
資
金
調
達
コ
ス
ト

（cost of capital

）
を
上
昇
さ
せ
、
投
資
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
減
少
さ
せ

る
（
過
少
投
資
と
な
る
）
か
否
か
が
問
題
と
さ
れ
、
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ

ン
措
置
の
要
・
不
要
は
、
そ
の
答
え
と
関
連
づ
け
ら
れ
て

―
す
な
わ

ち
、
資
金
調
達
コ
ス
ト
の
上
昇
の
効
果
を
認
め
る
伝
統
的
な
立
場
で
あ
る
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T
raditional V

iew

（
あ
る
い
はO

ld V
iew ＊

３
）
で
は
、
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ

ョ
ン
が
、
投
資
促
進
効
果
を
持
つ
と
し
て
肯
定
さ
れ
、
資
金
調
達
コ
ス
ト

の
上
昇
に
否
定
的
な
立
場
で
あ
るN

ew
 V
iew ＊

４

で
は
、
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ

ョ
ン
が
、
既
存
の
株
主
に
棚
ぼ
た
的
利
益
（w

indfall gain

）
を
与
え
る

だ
け
で
、
投
資
促
進
効
果
を
持
た
な
い
と
し
て
否
定
さ
れ
る
、
と
い
う
よ

う
に

―
主
張
さ
れ
て
き
た
。

　

も
っ
と
も
、
経
済
学
の
知
見
に
依
拠
す
る
議
論
の
全
て
が
、
法
人
利
益

へ
の
経
済
的
二
重
課
税
を
ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
の
必
然
的
帰
結
と
見

て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。

　

ま
ず
、K

anda &
 Levm

ore 1991
）
14
（

は
、
所
得
課
税
が
実
現
主
義
に
基

づ
く
こ
と
に
起
因
し
て
、
投
資
家
（
プ
リ
ン
シ
パ
ル
）
と
経
営
者
（
エ
ー

ジ
ェ
ン
ト
）
と
の
間
に
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
問
題
が
発
生
す
る
と
し
、
そ
の

解
消
の
手
段
と
し
て
ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
が
位
置
づ
け
ら
れ
得
る
と

論
じ
る
（K

anda &
 Levm

ore 1991

）
14
（

﹇pp.229-234
﹈）。

１ﾕ

投
資
家
が
株
主
と
し
て
法
人
に
資
金
を
提
供
し
、
事
業
の
遂
行
を

経
営
者
に
委
任
す
る
状
況
を
考
え
る
。
ま
た
、
経
営
者
も
一
定
の

株
式
を
保
有
す
る
株
主
で
あ
る
と
す
る
。
こ
の
経
営
者
に
よ
る
株

式
保
有
は
、
所
有
と
経
営
と
の
分
離
に
伴
う
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
・

コ
ス
ト
（Jensen &

 M
eckling 1976

）
15
（

﹇pp.312-319

﹈）
を
軽
減

す
る
た
め
の
も
の
で
あ
る
。

２ﾕ

分
配
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
、
法
人
利
益
を
所
有
株
式
に
応
じ
て

株
主
に
対
し
て
配
賦
し
、
他
の
所
得
と
共
に
株
主
ご
と
の
税
率
で

課
税
す
る
も
の
と
す
る
（
パ
ス
ス
ル
ー
・
シ
ス
テ
ム
の
採
用
）。
さ

ら
に
、
配
賦
さ
れ
る
法
人
利
益
へ
の
経
営
者
の
適
用
税
率
が
、
投

資
家
と
比
較
し
て
高
い
も
の
と
す
る
。

３ﾕ

法
人
が
含
み
益
を
有
す
る
が
、
利
回
り
の
面
で
不
利
な
資
産
を
保

有
し
て
い
る
場
合
に
お
い
て
、
こ
れ
を
処
分
し
、
利
回
り
の
良
い

他
の
資
産
に
投
資
を
振
り
分
け
る
か
、
保
有
を
継
続
す
る
か
に
つ

い
て
、
投
資
家
と
経
営
者
と
の
間
で
利
害
が
対
立
す
る
（
投
資
家

は
処
分
に
よ
り
課
税
後
の
富
が
増
加
す
る
が
、
経
営
者
は
課
税
後

の
富
が
減
少
す
る
た
め
）。こ
れ
は
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
問
題
で
あ
る
。

４ﾕ

こ
の
と
き
、
経
営
者
が
自
己
利
益
を
優
先
し
て
資
産
の
処
分
を
行

わ
な
か
っ
た
と
し
て
も
、
投
資
家
が
忠
実
義
務
違
反
を
追
及
す
る

こ
と
は
極
め
て
困
難
で
あ
る
。
資
産
譲
渡
に
関
す
る
経
営
者
の
裁

量
を
縛
る
契
約
を
締
結
し
よ
う
に
も
、
課
税
以
外
の
様
々
な
要
素

を
考
慮
し
て
決
め
ら
れ
る
べ
き
事
項
で
あ
る
か
ら
、
そ
の
設
計
は

困
難
で
あ
り
、
経
営
者
の
行
動
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
も
合
理
的
な
コ

ス
ト
で
は
行
い
得
な
い
可
能
性
が
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
、
経
営
者

に
よ
る
株
式
所
有
の
禁
止
や
抑
制
は
、
資
産
譲
渡
に
係
る
エ
ー
ジ

ェ
ン
シ
ー
・
コ
ス
ト
を
減
少
さ
せ
る
一
方
で
、
別
の
エ
ー
ジ
ェ
ン

シ
ー
・
コ
ス
ト

―
経
営
者
が
企
業
価
値
で
は
な
く
、企
業
内
の

消
費
を
よ
り
好
む
こ
と
に
起
因
す
る
企
業
価
値
の
減
少
（Jensen 

&
 M
eckling 1976

）
15
（

﹇pp.312-319

﹈）

―
を
増
加
さ
せ
て
し

ま
う
こ
と
に
な
る
。

５ﾕ

こ
れ
に
対
し
、
ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
で
は
、
値
上
が
り
資
産

の
譲
渡
利
益
へ
の
課
税
が
、
株
主
の
税
率
に
か
か
わ
ら
ず
、
法
人

税
率
で
行
わ
れ
る
か
ら
、
値
上
が
り
資
産
の
処
分
の
よ
う
な
法
人

内
部
で
の
決
定
に
つ
き
、パ
ス
ス
ル
ー
・
シ
ス
テ
ム
と
は
異
な
り
、

上
記
の
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
問
題
は
生
じ
な
い
。
そ
し
て
、
パ
ス
ス

ル
ー
・
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
課
税
で
は
な
く
、
ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
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テ
ム
に
よ
る
課
税
を
受
け
る
こ
と
で
削
減
出
来
る
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ

ー
・
コ
ス
ト
は
、
法
人
利
益
に
対
す
る
追
加
的
税
負
担
を
上
回
り

得
る
。

６ﾕ
も
っ
と
も
、
ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
の
場
合
に
は
、
法
人
利
益

の
分
配
（
の
タ
イ
ミ
ン
グ
）
に
関
す
る
投
資
家
と
経
営
者
と
の
間

で
の
利
害
対
立
（
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
問
題
）
が
、
パ
ス
ス
ル
ー
・

シ
ス
テ
ム
の
場
合
と
比
べ
、
深
刻
化
す
る
。
し
か
し
、
法
人
利
益

の
分
配
に
係
る
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
問
題
は
、
法
人
資
産
の
譲
渡
に

係
る
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
問
題
ほ
ど
深
刻
な
も
の
で
は
な
く
、
両
者

を
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
・
コ
ス
ト
の
点
で
天
秤
に
か
け
ら
れ
る
も
の

と
見
る
こ
と
は
適
切
で
は
な
い
。
な
ぜ
な
ら
、
株
主
は
、
利
益
留

保
に
納
得
し
な
い
場
合
に
は
、（
利
益
留
保
に
よ
り
値
上
が
り
し

た
）株
式
を
売
却
し
て
利
益
を
手
に
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
し
、

ま
た
、
経
営
者
が
自
ら
を
利
す
る
よ
う
に
利
益
を
留
保
す
る
場
合

で
も
、
非
効
率
的
な
投
資
が
実
施
さ
れ
る
と
は
限
ら
な
い
か
ら
で

あ
る
。

　

K
anda &

 Levm
ore 1991

）
14
（

自
体
は
、
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
・
コ
ス
ト
削

減
の
手
段
と
し
て
の
ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
の
有
用
性
を
主
と
し
て
問

題
と
す
る
も
の
で
あ
る
た
め＊

５
、
上
記
５
で
示
し
た
法
人
利
益
へ
の
追
加
的

税
負
担
の
性
格
に
つ
い
て
の
詳
細
な
検
討
は
見
ら
れ
な
い
。
し
か
し
、
ク

ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
の
範
囲
を
決
め
る
の
が
課
税
権
者
で
あ
る
の
だ
か

ら
、
課
税
権
者
に
と
っ
て
ど
の
よ
う
な
意
味
が
あ
る
の
か
と
い
う
点
か
ら

も
考
察
す
る
こ
と
が
自
然
で
あ
ろ
う
。
そ
し
て
、
こ
の
見
方
に
よ
れ
ば
、

課
税
権
者
が
、
実
現
し
た
値
上
が
り
益
に
対
す
る
課
税
を
均
一
化
す
る
対

価
と
し
て
、
株
主
と
経
営
者
か
ら
追
加
で
税
を
徴
収
す
る
図
式
が
浮
か
び

上
が
っ
て
く
る
。

　

ま
た
、Schlunk 2003

）
16
（

は
、
法
人
な
ど
の
事
業
体
（entity

）
を
そ
の
参

加
者
（participant

）
に
便
益
を
与
え
る
仕
組
み
で
あ
る
と
し
、
そ
う
し

た
便
益
へ
の
課
税
（
の
一
種
）
と
し
て
、
ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
を
正

当
化
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
述
べ
る
（Schlunk 2003

）
16
（

﹇pp.359-362

6
＊

﹈）。

１ﾕ

事
業
体
を
可
能
な
も
の
と
す
る
立
法
を
行
い
、
事
業
体
の
権
利
義

務
の
範
囲
を
直
接
・
間
接
に
決
定
し
、
さ
ら
に
、
事
業
体
の
活
動

を
法
的
に
承
認
す
る
の
は
、
主
権
者
（sovereign

）
で
あ
る
。

２ﾕ

合
理
的
な
経
済
主
体
が
、
事
業
体
を
通
じ
て
共
同
の
経
済
活
動
を

行
う
の
は
、
他
の
代
替
手
段
を
採
る
場
合
と
比
較
し
て
、
そ
の
経

済
活
動
の
コ
ス
ト
が
低
下
し
、
よ
り
大
き
な
経
済
的
便
益
を
得
ら

れ
る
場
合
の
は
ず
で
あ
る
。

３ﾕ

事
業
体
を
通
じ
た
共
同
の
経
済
活
動
の
遂
行
は
、
そ
の
参
加
者
が

自
分
以
外
の
全
て
の
参
加
者
と
の
間
で
は
な
く
、
事
業
体
と
の
間

で
だ
け
契
約
関
係
を
結
ぶ
こ
と
に
よ
る
取
引
コ
ス
ト
の
節
約
や
、

参
加
者
が
活
動
の
遂
行
に
必
要
な
資
産
を
個
別
に
保
有
す
る
こ
と

に
伴
う
ホ
ー
ル
ド
ア
ッ
プ
問
題
か
ら
の
解
放
を
可
能
な
も
の
と

し
、
そ
の
参
加
者
に
経
済
的
便
益
を
も
た
ら
す
。

４ﾕ

し
た
が
っ
て
、
事
業
体
の
利
益
に
対
す
る
課
税
は
、
主
権
者
が
、

事
業
体
を
通
じ
た
共
同
の
経
済
活
動
を
可
能
な
も
の
と
し
、
そ
れ

に
よ
り
参
加
者
が
経
済
的
便
益
を
得
る
こ
と
の
見
返
り
と
し
て
、

そ
の
対
価
を
（
参
加
者
か
ら
）
徴
収
し
よ
う
と
す
る
も
の
と
見
る

こ
と
が
で
き
る
。

　

こ
れ
ら
二
つ
の
先
行
研
究
は
、
ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
を
担
税
力
に

応
じ
た
措
置
と
位
置
づ
け
る
（
法
人
段
階
課
税
を
、
法
人
と
い
う
仕
組
み
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を
用
い
る
こ
と
で
得
ら
れ
た
経
済
的
便
益
へ
の
課
税
と
見
る
）
可
能
性
を

示
唆
す
る＊

７
。
こ
の
可
能
性
は
、
日
本
の
所
得
税
・
法
人
税
に
つ
い
て
、
ク

ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
と
し
て
の
性
格
が
強
ま
る
傾
向
が
見
ら
れ
る
こ

と
、
す
な
わ
ち
、
極
め
て
不
完
全
な
か
た
ち
で
し
か
個
人
株
主
段
階
で
の

イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン
措
置
た
る
配
当
控
除
（
所
得
税
法
九
一
条
）
が
設

け
ら
れ
て
お
ら
ず＊

８
、
最
近
で
も
、
受
取
配
当
の
益
金
不
算
入
（
法
人
税
法

二
三
条
）
が
、
法
人
税
負
担
の
排
除
の
余
地
を
狭
め
る
方
向
で
改
正
さ
れ

た
こ
と
を
踏
ま
え
れ
ば
、
大
い
に
注
目
さ
れ
る
。
そ
こ
で
、
以
下
で
は
、

K
anda &

 Levm
ore 1991

）
14
（

の
議
論
に
つ
い
て
、
さ
ら
な
る
検
討
を
行
い
、

ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
＝
「
担
税
力
」
に
応
じ
た
措
置
、
と
い
う
理
解

の
妥
当
性
を
検
証
し
て
み
る
こ
と
に
し
よ
う
。

三　

ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
の
再
構
成 

―
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
・
コ
ス
ト
の
観
点
か
ら

―

三｡

一　

適
用
税
率
の
乖
離
が
ロ
ッ
ク
イ
ン
効
果
に
及
ぼ
す
影
響

　

K
anda &

 Levm
ore 1991

）
14
（

は
、
既
に
見
た
よ
う
に
、
投
資
家
と
経
営

者
と
の
間
で
の
適
用
税
率
の
乖
離
に
起
因
し
て
、
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
問
題

が
生
じ
る
と
し
、
具
体
的
に
は
、
経
営
者
が
投
資
家
の
利
益
に
反
し
て
値

上
が
り
資
産
の
処
分
を
繰
り
延
べ
る
（
含
み
益
の
実
現
を
繰
り
延
べ
る
）

可
能
性
を
一
つ
の
例
と
し
て
提
示
す
る
。
も
っ
と
も
、
投
資
家
と
経
営
者

と
の
間
で
の
適
用
税
率
の
乖
離
が
、
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
問
題
の
発
生
に
ど

の
よ
う
に
作
用
す
る
の
か
、
ま
た
、
問
題
と
な
る
乖
離
が
ど
の
よ
う
な
も

の
で
あ
る
の
か
に
つ
い
て
の
記
述
は
、
必
ず
し
も
十
分
で
は
な
い
。
こ
こ

で
は
、
ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
の
特
徴
に
つ
い
て
の
よ
り
詳
し
い
検
討

の
前
提
と
し
て
、A

uerbach 1991

）
19
（

の
モ
デ
ル
を
出
発
点
と
し
て
、
適
用

税
率
の
乖
離
が
ロ
ッ
ク
イ
ン
効
果
に
及
ぼ
す
影
響
を
明
確
化
す
る
。

　

そ
の
モ
デ
ル
は
、次
の
よ
う
な
も
の
で
あ
る（A

uerbach 1991

）
19
（

﹇p.167

﹈）。

１ﾕ

投
資
家
は
、
第
０
期
末
に
お
い
て
、
g
パ
ー
セ
ン
ト
の
含
み
益
が

あ
る
資
産
を
有
し
て
お
り
、
次
の
二
つ
の
選
択
肢

―
実
現
（
以

下
、
R
と
い
う
）
と
保
持
（
以
下
、
H
と
い
う
）

―
に
直
面
し

て
い
る
。

２ﾕ

R
で
は
、
投
資
家
は
、
値
上
が
り
資
産
を
処
分
し
、
含
み
益
を
実

現
さ
せ
て
税
率
t
パ
ー
セ
ン
ト
で
課
税
を
受
け
た
後
、
そ
の
残
額

を
利
回
り
i
パ
ー
セ
ン
ト
（
課
税
前
）
の
資
産
に
再
投
資
し
、
第

１
期
末
に
再
度
処
分
し
て
税
率
t
パ
ー
セ
ン
ト
で
課
税
を
受
け
る
。

３ﾕ

H
で
は
、
投
資
家
は
、
値
上
が
り
資
産
を
第
１
期
末
ま
で
処
分
せ

ず
、
r
パ
ー
セ
ン
ト
（
課
税
前
）
の
さ
ら
な
る
値
上
が
り
を
享
受

す
る
。
第
１
期
末
時
点
で
の
課
税
の
税
率
は
t
パ
ー
セ
ン
ト
で
あ

る
。

　

こ
の
モ
デ
ル
に
お
い
て
、
投
資
家
の
（
R
と
H
と
間
で
の
）
選
択
を
決

定
す
る
要
素
は
、
第
１
期
末
時
点
で
の
課
税
後
の
富
の
大
小
で
あ
る
。
す

な
わ
ち
、
R
を
選
択
し
た
場
合
の
課
税
後
の
富W

R

が

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

⑴

で
あ
る
の
に
対
し
、
H
を
選
択
し
た
場
合
の
課
税
後
の
富W

H

は

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

⑵

で
あ
る
か
ら
、W

R －
W
H
＞
０

（W
R －
W
H
＜
０

）
で
あ
れ
ば
、
投
資
家

はR

（H

）
を
選
択
す
る
。W

R －
W
H

＝０

で
あ
れ
ば
、
投
資
家
に
と
っ

W
R

＝[1

＋g(1－
t)][1

＋i(1－
t)]

＝(1

＋g)(1

＋i)－
t{g

＋gi(1－
t)

＋(1

＋g)i}

W
H

＝(1

＋g)(1

＋r)－
t[g

＋(1

＋g)r]
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て
、
R
と
H
と
は
無
差
別
で
あ
る
。

　
A
uerbach 1991

）
19
（

が
指
摘
す
る
よ
う
に
、i＞

r

で
あ
っ
て
、
課
税
前
で

見
れ
ば
H
が
R
よ
り
劣
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、W

R －
W
H
＜
０

と
な
り
、

課
税
後
で
見
て
H
が
R
に
勝
る
場
合
が
あ
り
得
る
。
⑴
は
、
第
０
期
末
に

納
付
し
た
税
額gt

を
利
率
i
パ
ー
セ
ン
ト
（
課
税
前
）
で
借
入
れ
て
、
１

＋
g
だ
け
利
率
i
パ
ー
セ
ン
ト
（
課
税
前
）
の
再
投
資
を
行
っ
た
場
合
の

結
果
と
も
解
釈
す
る
こ
と
が
で
き
、
そ
の
観
点
か
ら
⑵
を
眺
め
る
と
、
H

は
、
第
０
期
末
に
納
付
す
べ
き
だ
っ
た
税
額gt

に
つ
き
、（
課
税
権
者
か

ら
）
無
利
息
貸
付
け
を
受
け
る
も
の
と
理
解
出
来
る
。
投
資
家
は
、i＞

r

で
あ
っ
て
も
、
無
利
息
貸
付
の
利
益
が
不
利
な
投
資
を
続
け
る
こ
と
の
不

利
益
を
上
回
る
限
り
、
H
を
選
択
し
続
け
る
わ
け
で
あ
る
（
ロ
ッ
ク
イ
ン

効
果
）。

　

A
uerbach 1991

）
19
（

は
、
g
が
大
き
い
ほ
ど
、
H
を
選
択
す
る
に
あ
た
り

必
要
な
r
が
小
さ
く
な
る
と
述
べ
る
が
、
こ
の
こ
と
は
、i

＝r

＋a

と
お

き
、W

R －
W
H
＜
０

を
変
形
す
る
こ
と
に
よ
り
、
H
が
選
ば
れ
る
場
合
の

a
の
条
件
が
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

⑶

と
し
て
表
さ
れ
る
こ
と
か
ら
明
ら
か
と
い
え
る
。
な
ぜ
な
ら
、
⑶
は
、
そ

の
左
辺
に
つ
い
て
、
g
を
内
生
変
数
（
r
及
び
t
は
外
生
変
数
）
と
す
る

関
数　
　
　
　
　

と
見
る
こ
と
が
で
き
る
と
こ
ろ
、そ
の
一
次
導
関
数
は
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

⑷

で
あ
り
、r＞

０

、t＞
０

と
仮
定
し
て
よ
い
か
ら
、
常
に
０
超
と
な
り
、

結
局
、
⑶
の
左
辺
は
、
g
の
単
調
増
加
関
数
と
言
え
る
か
ら
で
あ
る
。

　

A
uerbach 1991

）
19
（

は
、
他
の
パ
ラ
メ
ー
タ
と
a
と
の
関
係
に
つ
い
て
言

及
し
て
い
な
い
が
、
⑶
か
ら
は
、
適
用
税
率
t
の
変
化
が
、
投
資
家
が
H

を
選
ぶ
た
め
に
必
要
な
（
i
と
比
較
し
た
場
合
の
）
r
の
水
準
に
影
響
す

る
こ
と
も
示
さ
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
⑶
の
左
辺
は
、
t
を
内
生
変
数
（
g

及
び
r
は
外
生
変
数
）と
す
る
関
数　
　

  　
　

と
見
る
こ
と
も
で
き
る
。

そ
し
て
、
そ
の
一
次
導
関
数

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

⑸

は
、g

＞
０

，r＞
０

ゆ
え
に
、
常
に
０
超
で
あ
る
。
こ
の
こ
と
は
、
g
と

同
様
に
、
t
が
大
き
く
な
る
ほ
ど
、
H
と
な
る
た
め
に
必
要
な
r
の
水
準

が
下
が
る
、
逆
に
言
え
ば
、
R
と
な
る
た
め
に
必
要
な
i
の
水
準
が
上
が

る
こ
と
を
意
味
す
る
。

　

し
た
が
っ
て
、K

anda &
 Levm

ore 1991

）
14
（

が
指
摘
す
る
エ
ー
ジ
ェ
ン

シ
ー
問
題
は
、
投
資
家
と
経
営
者
と
の
間
で
の
適
用
税
率
の
乖
離
が
、
H

で
は
な
く
R
が
好
ま
し
く
な
る
た
め
に
必
要
な
i
の
水
準
が
投
資
家
と
経

営
者
と
の
間
で
乖
離
し
て
し
ま
う
（
適
用
税
率
が
投
資
家
よ
り
も
高
い
経

営
者
は
、
投
資
家
よ
り
も
高
い
i
を
求
め
る
）
こ
と
に
起
因
す
る
も
の
と

理
解
す
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。

　

図
１
⒜
は
、　
　
　
　
　

の
曲
線
を
、t

＝0.3

の
場
合
とt

＝0.5

の

場
合
の
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
描
画
し
た
も
の
で
あ
る（
r
は
い
ず
れ
も0.1

）。

こ
れ
ら
二
つ
の
曲
線
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
適
用
税
率
に
直
面
す
る
投
資
家
に

a
<

grt
1

＋g(1－
t)

a

＝f1 (g)
f2 (g)

{ 
}’

＝

f1 (g)
f2 (g)

f1 ’(g)f2 (g)－
f1 (g)f2 ’(g)

[
f2 (g)]

2
=

rt
[
1

＋g(1－
t)]

2

a

＝f1 (t)
f2 (t)

{ 
}’

＝

f1 (t)
f2 (t)

gr(g

＋1)
[
1

＋g(1－
t)]

2

a

＝f1 (g)
f2 (g)
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と
っ
て
R
と
H
と
が
無
差
別
に
な
る
追
加
的
収
益
a
（
課
税
前
）
の
水
準

を
表
す
も
の
と
解
釈
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
と
え
ば
、g

＝２

の
と
き

に
、t

＝0.5

に
直
面
す
る
投
資
家
は
、t

＝0.3

に
直
面
す
る
投
資
家
の

ち
ょ
う
ど
二
倍
の
追
加
的
収
益
を
新
し
い
投
資
に
要
求
す
る
の
で
あ
っ

て
、
こ
れ
ら
２
種
類
の
投
資
家
が
、
こ
の
投
資
を
共
有
し
て
お
り
、
追
加

的
収
益
が0.025

＜
a
＜

0.05

の
間
に
あ
る
場
合
に
は
、
両
者
の
間
で
利

害
が
対
立
す
る
こ
と
と
な
る
の
で
あ
る
。

　

さ
ら
に
、第
０
期
末
と
第
１
期
末
で
適
用
税
率
が
変
化
し
得
る
も
の（
第

０
期
末
をt0

、
第
１
期
末
をt1

）
と
す
る
と
、
R
と
H
と
を
選
択
す
る
時

点
（
第
０
期
末
）
で
は
投
資
を
共
有
す
る
投
資
家
の
間
で
適
用
税
率
が
一

致
し
て
い
た
と
し
て
も
、
第
１
期
末
時
点
で
の
変
化
を
予
想
し
て
（
R
と

H
と
の
選
択
に
つ
い
て
）
利
害
が
対
立
す
る
可
能
性
が
あ
る
。

　

図
一
⒝
は
、t1

を
内
生
変
数
（
g
、
r
、
及
びt0

は
外
生
変
数
）
と
す

る  　
　
　
　

 

の
曲
線
を
、g

＝２
, r

＝0.1, t0

＝0.5

と
す
る
場
合

に
つ
い
て
描
画
し
た
も
の
で
あ
る
。t1

＝0.5

の
と
き
の
a
は
、
図
１
⒜

上
のt

＝0.5

の
場
合
の
曲
線
上
のg

＝２

に
対
応
す
る
a
と
同
じ
で
あ

り
、
図
１
⒝
上
の
曲
線
は
、
後
者
の
点
が
１
期
末
の
税
率
の
変
化
に
応
じ

て
ど
の
よ
う
に
変
化
す
る
の
か
を
示
し
た
も
の
と
解
釈
で
き
る
。

　
t1

＝0.3

、
す
な
わ
ち
、
第
１
期
末
の
適
用
税
率
が
三
〇
パ
ー
セ
ン
ト

に
低
下
す
る
場
合
の
点
は
、a≈

0.34

と
な
る
の
で
あ
り
、i

＝r

＋a≈
0.44

だ
か
ら
、
R
を
選
ぶ
に
は
、
四
倍
超
の
利
回
り
（
課
税
前
）
が
必
要
と
い

う
こ
と
に
な
る
。他
方
、t0

＝t1

＝0.3

の
投
資
家
は
、i

＝0.1

＋0.025

＝0.125
で
よ
い
。
こ
の
よ
う
に
、
第
０
期
末
か
ら
第
１
期
末
の
間
で
の

適
用
税
率
の
低
下
は
、
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
g
の
増
加
と
比
較
し
て
も
、

a

＝f1 (t1 )
f2 (t1 )
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利
害
対
立
を
招
き
や
す
い
と
考
え
ら
れ
る
。

三｡
二　

ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
パ
レ
ー
ト
改
善
は
可
能
か
？

　

先
の
検
討
か
ら
の
知
見
を
ま
と
め
る
と
、
次
の
よ
う
に
な
る
。

１ﾕ
複
数
の
投
資
家
が
、
あ
る
一
つ
の
投
資
を
共
同
し
て
行
う
場
合
に

お
い
て
、
当
該
投
資
家
の
間
で
適
用
税
率
が
乖
離
す
る
こ
と
は
、

無
利
息
貸
付
け
の
利
益
を
上
回
る
収
益
率
を
当
該
投
資
家
の
間
で

乖
離
さ
せ
、
あ
る
投
資
家
は
実
現
を
望
む
一
方
、
別
の
投
資
家
は

保
持
を
望
む
と
い
う
状
況
を
生
じ
さ
せ
る
。

２ﾕ

上
記
の
投
資
家
の
間
で
の
適
用
税
率
の
乖
離
は
、
実
現
・
保
持
の

選
択
が
浮
上
し
た
年
度
だ
け
で
な
く
、
そ
れ
以
降
の
年
度
で
も
問

題
に
な
る
。
な
ぜ
な
ら
、
実
現
を
選
択
す
る
た
め
に
必
要
な
収
益

率
の
乖
離
は
、
無
利
息
貸
付
け
に
よ
る
利
益
の
乖
離
に
由
来
す
る

も
の
で
あ
る
か
ら
で
あ
る
。

　

以
上
を
踏
ま
え
、
投
資
家
と
経
営
者
と
の
間
で
の
適
用
税
率
の
乖
離
に

伴
う
、
実
現
と
保
持
と
の
間
で
の
選
択
に
係
る
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
問
題
が

ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
の
下
で
ど
の
よ
う
に
解
消
さ
れ
る
の
か
を
見
て

い
こ
う
。

　

検
討
に
用
い
る
モ
デ
ル
（
二
期
間
）
は
、
次
の
通
り
で
あ
る
。

１ﾕ

投
資
家
I
と
経
営
者
M
は
、
g
パ
ー
セ
ン
ト
の
含
み
益
の
あ
る
資

産
A
に
共
同
で
投
資
し
て
い
る
。
I
と
M
の
投
資
額
は
そ
れ
ぞ
れ

１
/２

で
等
し
い
が
、資
産
の
売
却
な
ど
の
判
断
は
専
ら
M
が
行
う

こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

２ﾕ

第
０
期
末
に
お
い
て
、
M
は
、
次
の
二
つ
の
選
択
肢

―
実
現

（
以
下
、
R
と
い
う
）
と
保
持
（
以
下
、
H
と
い
う
）

―
に
直

面
し
た
。

３ﾕ

R
で
は
、
第
０
期
末
に
、
A
を
売
却
し
、
課
税
後
の
売
却
代
金
を

用
い
て
別
の
資
産
B
に
投
資
す
る
。
第
１
期
末
に
は
、
B
も
売
却

し
、
課
税
後
の
売
却
代
金
は
I
と
M
が
折
半
す
る
。
B
の
利
回
り

（
課
税
前
）
は
、
i
パ
ー
セ
ン
ト
と
す
る
。

４ﾕ

H
で
は
、
第
０
期
末
に
、
A
を
売
却
せ
ず
、
第
１
期
間
中
も
資
産

A
へ
の
投
資
を
継
続
す
る
。
第
１
期
末
に
は
、
A
を
売
却
し
て
、

課
税
後
の
売
却
代
金
は
I
と
M
が
折
半
す
る
。
A
の
利
回
り
（
課

税
前
）
は
、
r
パ
ー
セ
ン
ト
と
す
る
。

５ﾕ

M
と
I
の
適
用
税
率
は
、
第
０
期
間
、
第
１
期
間
の
い
ず
れ
に
お

い
て
も
、
そ
れ
ぞ
れtm

、ti

と
す
る
。

　

次
の
表
は
、
M
と
I
の
共
同
投
資
へ
の
課
税
が
パ
ス
ス
ル
ー
・
シ
ス
テ

ム
に
基
づ
い
て
行
わ
れ
る
場
合
に
お
い
て
、W

R , W
H , 

及
び
、W

R ＞
W
H

と
な
り
、
H
よ
り
も
R
が
好
ま
し
く
な
る
条
件
を
、
M
と
I
の
そ
れ
ぞ
れ

に
つ
い
て
整
理
し
た
も
の
で
あ
る
。

　

こ
の
場
合
、
四
列
目
か
ら
明
ら
か
な
よ
う
に
、tm

≠
ti

で
あ
る
と
す
る

と
、
M
は
R
（
H
）
を
望
み
、
I
は
H
（
R
）
を
望
み
、
両
者
の
希
望
が

乖
離
し
て
し
ま
う
状
況
が
生
じ
得
る
。
た
と
え
ば
、g

＝２

、r

＝0.1

、

tm

＝0.5

、ti

＝0.3

で
あ
る
と
す
る
と
、0.025

＜
a
＜

0.05

の
範
囲
で

は
、
M
は
H
を
望
む
一
方
で
、
I
は
R
を
望
む
（
図
１
⒜
を
参
照
）。
そ
れ

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
R
と
H
と
の
間
で
の
選
択
は
M
に
任
さ
れ
て
い
る
の

で
、
I
と
し
て
は
、
自
身
の
利
益
に
反
す
る
選
択
を
M
が
行
わ
な
い
よ
う
、

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
等
の
手
段
を
講
じ
る
こ
と
に
な
ろ
う
。

　

こ
れ
に
対
し
、
M
と
I
の
共
同
投
資
へ
の
課
税
が
ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス

テ
ム
に
基
づ
い
て
行
わ
れ
る
場
合
、
す
な
わ
ち
、
A
と
B
を
売
却
し
た
際

の
譲
渡
利
益
は
、
い
ず
れ
もtc

で
課
税
さ
れ
、
M
と
I
そ
れ
ぞ
れ
の
適
用
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税
率
（tm , ti

）
で
の
課
税
は
、
第
１
期
間
末
の
清
算
時
に
、
清
算
分
配
金

と
出
資
額
と
の
差
額
に
つ
い
て
行
わ
れ
る
場
合
は
ど
う
な
る
か
。
次
の
表

は
、
上
と
同
じ
内
容
を
ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
の
場
合
に
つ
い
て
整
理

し
た
も
の
で
あ
る
。

　

こ
の
場
合
、
M
と
I
そ
れ
ぞ
れ
の
適
用
税
率
（tm , ti

）
は
、
二
列
目
と

三
列
目
に
の
み
登
場
し
、
四
列
目
に
は
登
場
し
な
い
。
な
ぜ
な
ら
、tm

や

ti

で
の
課
税
は
、
清
算
分
配
金
と
出
資
額
と
の
差
額
に
つ
い
て
実
施
さ
れ

る
と
こ
ろ
、
R
と
H
と
の
間
で
の
選
択
は
、（
法
人
段
階
で
の
課
税
を
終
え

た
）
清
算
分
配
金
の
多
寡
に
の
み
関
わ
る
も
の
だ
か
ら
で
あ
る
。
し
た
が

っ
て
、tm

≠
ti

で
あ
っ
た
と
し
て
も
、
R
と
H
と
の
間
で
の
選
択
に
つ
い

て
M
の
利
益
と
I
の
利
益
と
が
対
立
す
る
こ
と
は
な
く
、
I
は
、（
こ
の
点

に
つ
い
て
は
）
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
等
の
手
段
を
講
じ
な
く
て
も
よ
い
こ
と
に

な
る
と
考
え
ら
れ
る
。

　

以
上
に
よ
り
、
M
と
I
と
の
間
で
の
適
用
税
率
の
乖
離
は
パ
ス
ス
ル

ー
・
シ
ス
テ
ム
適
用
の
場
合
に
は
、
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
問
題
を
生
じ
さ
せ

る
一
方
、
ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
適
用
の
場
合
に
は
、
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ

ー
問
題
を
生
じ
さ
せ
な
い
と
い
う
、K

anda &
 Levm

ore 1991

）
14
（

の
主
張

を
確
認
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

　

し
か
し
、
こ
の
違
い
の
み
を
も
っ
て
、
ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
を
正

当
性
の
あ
る
課
税
制
度
で
あ
る
と
い
う
の
は
早
計
で
あ
ろ
う
。
ク
ラ
シ
カ

ル
・
シ
ス
テ
ム
適
用
の
場
合
に
は
、
パ
ス
ス
ル
ー
・
シ
ス
テ
ム
適
用
の
場

合
と
比
較
し
て
、
課
税
の
回
数
が
一
回
多
い
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な

課
税
回
数
の
増
加
を
正
当
化
す
る
事
情
が
認
め
ら
れ
な
い
限
り
、
ク
ラ
シ

カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
は
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
・
コ
ス
ト
の
軽
減
に
資
す
る
こ
と

が
あ
る
、
と
し
か
言
う
こ
と
が
で
き
な
い
。
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表１　パススルー・システムの場合

WR WH WR－WH＞０

M
(1＋g)(1＋i)－tm[g＋gi(1－tm)＋(1＋g)i] (1＋g)(1＋r)－tm[g＋(1＋g)r]

a＞
grtm

2 2 1＋g(1－tm)

I
(1＋g)(1＋i)－ti[g＋gi(1－ti)＋(1＋g)i] (1＋g)(1＋r)－ti[g＋(1＋g)r]

a＞
grti

2 2 1＋g(1－ti)

表２　クラシカル・システムの場合

WR WH WR－WH＞０

M
｛(1＋g)(1＋i)－tc[g＋gi(1－tc)＋(1＋g)i]｝(1－tm)＋tm ｛(1＋g)(1＋r)－tc[g＋(1＋g)r]｝(1－tm)＋tm

a＞
grtc

2 2 1＋g(1－tc)

I
｛(1＋g)(1＋i)－tc[g＋gi(1－tc)＋(1＋g)i]｝(1－ti)＋ti ｛(1＋g)(1＋r)－tc[g＋(1＋g)r]｝(1－ti)＋ti

a＞
grtc

2 2 1＋g(1－tc)



　

そ
こ
で
、
次
の
よ
う
な
ゲ
ー
ム
を

考
え
て
み
よ
う
（
パ
ラ
メ
ー
タ
は
、

g

＝２
, r

＝0.1, tm

＝0.5, ti

＝0.3

と
す
る＊

９
）。

　

こ
の
ゲ
ー
ム
（
図
２
⒜
）
は
、
I

が
、
M
と
の
共
同
投
資
に
参
加
す
る

か
（
Y
）、
そ
れ
と
も
、
参
加
し
な
い

か
（
N
）
を
選
択
す
る
と
こ
ろ
か
ら

始
ま
る
。
I
が
参
加
し
な
い
（
I
が

N
を
選
択
す
る
）
場
合
、
I
の
利
得

は
０
、
M
の
利
得
は0.5

と
す
る
（
左

側
が
I
の
利
得
、
右
側
が
M
の
利
得

で
あ
る
）。

　

I
が
参
加
す
る
（
I
が
Y
を
選
択

す
る
）
場
合
、
A
に
g
の
値
上
が
り

益
が
生
じ
た
期
末
に
、
M
が
A
を
売

却
し
て
B
を
取
得
す
る
こ
と
に
す
る

か
（
R
）、
M
が
A
を
保
持
し
続
け
る

こ
と
に
す
る
か
（
H
）
を
選
択
す
る
。

M
が
A
を
保
持
し
続
け
る
こ
と
に
す

る
（
M
が
H
を
選
択
す
る
）
場
合
、

a
に
か
か
わ
ら
ず
、
I
と
M
の
利
得

は
確
定
す
る
。
他
方
、
M
が
A
を
売

却
し
て
B
を
取
得
す
る
こ
と
に
す
る

（
M
が
R
を
選
択
す
る
）
場
合
に
は
、

偶
然
手
番
に
よ
り
、
a
の
水
準
が
選
択
さ
れ
、
a
に
依
存
す
る
か
た
ち
で
、

I
と
M
の
利
得
が
確
定
す
る
こ
と
に
な
る
。

　

図
２
⒜
に
お
い
て
、
I
が
Y
を
選
び
、
M
が
H
を
選
ぶ
場
合
の
I
の
利

得
を－
0.0084

と
し
て
い
る
が
、
こ
れ
は
、
I
が
、
Y
か
つ
H
の
場
合
の

I
の
課
税
後
の
富1.305

を0.0084

だ
け
上
回
る
、1.3134

の
富
を
得
ら
れ

な
い
限
り
、
M
と
の
共
同
投
資
に
参
加
し
よ
う
と
し
な
い
こ
と
を
表
現
す

る
た
め
の
も
の
で
あ
る10
＊

。
し
た
が
っ
て
、
Y
か
つ
R
の
場
合
の
I
の
利
得

は
、
そ
の
場
合
の
I
の
課
税
後
の
富
の
値1.284

＋0.84a

か
ら1.3134

を
差
し
引
い
た－

0.0294

＋0.84a

と
な
る
。

　

こ
れ
に
対
し
、
M
は
I
が
参
加
す
る
（
Y
を
選
ぶ
）
の
で
あ
れ
ば
、
自

身
は
必
ず
投
資
を
行
う
も
の
と
し
、
そ
の
利
得
の
表
現
に
は
、
課
税
後
の

富
の
値
を
そ
の
ま
ま
用
い
る
。
す
な
わ
ち
、
Y
か
つ
H
の
場
合
の
利
得
と
、

Y
か
つ
R
の
場
合
の
利
得
と
は
、
そ
れ
ぞ
れ
、1.75

（W
H

）
と1.05

＋

0.5a

（W
R

）
と
す
る
。

　

こ
の
ゲ
ー
ム
を
先
読
み
推
論
（
後
向
き
帰
納
法
）
に
よ
り
解
く
。
M
は
、

R
を
選
択
す
れ
ば
利
得
が1.05

＋0.5a

で
、
H
を
選
択
す
れ
ば1.075

で

あ
る
か
ら
、M
が
R
を
選
択
す
る
条
件
は
、a＞

0.05

と
な
る
。a＜

0.05

の
場
合
に
は
、
M
は
H
を
選
ぶ
。

　

I
は
、
Y
か
つ
H
の
場
合
の
利
得
が－

0.0084

で
、
N
の
場
合
の
利
得

０
を
下
回
る
の
で
、a

＜
0.05

の
た
め
、
M
が
H
を
選
ぶ
と
予
想
す
る
場

合
に
は
、
共
同
投
資
に
参
加
し
な
い
（
N
を
選
ぶ
）。
と
こ
ろ
が
、
I
の
Y

か
つ
R
の
場
合
の
利
得－

0.0294

＋0.84a

は
、a

＜
0.05

で
あ
っ
て

も
、a＞

0.035

で
あ
る
、
す
な
わ
ち
、0.035

＜
a
＜

0.05

で
あ
る
の
な

ら
、
N
の
場
合
の
利
得
よ
り
大
き
い
。

　

図
２
⒝
は
、0.035

＜
a
＜

0.05

を
満
た
す
、a

＝0.04

の
場
合
の
ゲ
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四
〇

N 0, 0 . 5

Y
I

H
－0. 0084 , 1 . 075

R
M

a －0.0294+0.84a, 1.05+0.5a

(a)

N 0 , 0 . 5

Y
I

H
－0. 0084 , 1 . 075

R 0 . 0042 , 1 . 07
M

(b) a=0.04）

図２　MがRかHかを選択するゲーム（パススルー・システム下）



ー
ム
の
木
で
あ
る
が
、
こ
こ
で
は
、

I
が
N
を
選
ば
ず
、
I
が
Y
を
選
ん

だ
上
で
、
M
が
R
を
選
ぶ
よ
う
に
す

る
こ
と
で
、
I
と
M
の
双
方
と
も
利

得
が
増
加
す
る（
パ
レ
ー
ト
改
善
）。

し
か
し
な
が
ら
、（
Y
、
R
）
と
い
う

組
合
せ
は
、
M
に
つ
い
て
最
適
反
応

で
は
な
い
の
で
、
ナ
ッ
シ
ュ
均
衡
で

は
な
い
。
M
は
、
R
を
選
ぶ
と
I
に

約
束
し
て
Y
を
選
ん
で
も
ら
お
う
と

す
る
か
も
し
れ
な
い
が
、
い
ざ
、
Y

が
選
ば
れ
れ
ば
約
束
を
破
り
、
H
を

選
ん
で
自
ら
の
利
得
を
増
加
さ
せ
る

の
が
合
理
的
で
あ
る
の
で
、
そ
の
約

束
は
信
用
さ
れ
な
い
と
考
え
ら
れ
る

の
で
あ
る
。

　

他
方
、
ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム

の
下
で
は
、
M
の
適
用
税
率
で
は
な

く
、
法
人
税
率
次
第
で
、
M
が
R
を

選
ぶ
こ
と
に
な
る
a
の
水
準
が
決
ま

る
。
図
３
⒜
は
、tc

＝ti

＝0.3

と

し
た
場
合
の
ゲ
ー
ム
の
木
で
あ
る
。

　

図
３
⒜
の
場
合
、
M
は
、a

＞
0.025

の
条
件
で
、R
を
選
択
す
る
。

こ
れ
は
図
２
⒝
のa

＝0.04

を
含

む
も
の
で
あ
る
か
ら
、
I
の
投
資
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
増
し
て
い
る
よ
う

に
も
見
え
る
。

　

だ
が
、
図
３
⒝
か
ら
明
ら
か
な
よ
う
に
、
そ
の
よ
う
な
見
方
は
正
し
く

な
い
。a

＝0.04

の
場
合
、
M
は
R
を
選
ぶ
の
で
あ
る
が
、
I
の
利
得
は
、

（
Y
、
R
）
で
あ
っ
て
も
、
I
が
N
を
選
ぶ
場
合
（
参
加
し
な
い
場
合
）

よ
り
も
小
さ
く
な
っ
て
し
ま
っ
て
い
る
。
実
際
、
図
３
⒜
に
お
い
て
、
I

が
Y
を
選
ぶ
べ
き
場
合
の
条
件
は－

0.0646

＋0.588a
＞
０

で
あ
り
、

こ
れ
は
、
a
が
最
低
で
も
約0.11

も
必
要
で
あ
る
こ
と
を
意
味
す
る
。

　

も
ち
ろ
ん
、tc

を
引
き
下
げ
て
い
け
ば
、
I
が
Y
を
選
ぶ
た
め
に
必
要

な
a
は
低
下
し
て
い
く11
＊

。
だ
が
、tc

の
引
下
げ
は
、
法
人
を
通
じ
た
貯
蓄

に
対
す
る
所
得
課
税
の
後
退
を
意
味
し
、
こ
れ
を
パ
ス
ス
ル
ー
・
シ
ス
テ

ム
の
改
善
と
評
価
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
ろ
う
。
法
人
を
通
じ
た
貯
蓄
に

つ
い
て
所
得
課
税
を
放
棄
す
る
こ
と
が
、
ロ
ッ
ク
イ
ン
効
果
の
弊
害
を
解

消
す
る
方
策
の
一
つ
で
あ
る
の
は
確
か
で
あ
る
が
、
な
ぜ
法
人
を
通
じ
た

貯
蓄
だ
け
を
対
象
と
す
る
の
か
、
全
面
的
な
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
課
税

へ
の
移
行
の
ほ
う
が
好
ま
し
い
の
で
は
な
い
か
、
と
い
っ
た
根
本
的
な
疑

問
・
批
判
に
ぶ
つ
か
っ
て
し
ま
う
よ
う
に
思
わ
れ
る12
＊

。

四　

小　
　

括

　

本
稿
は
、
ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
を
（
担
税
力
に
応
じ
た
措
置
と
し

て
）
正
当
化
す
る
こ
と
の
可
否
に
つ
き
、K

anda &
 Levm

ore 1991

）
14
（

が

主
張
す
る
、
パ
ス
ス
ル
ー
・
シ
ス
テ
ム
に
付
随
す
る
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
問

題
に
着
目
し
、
ご
く
簡
単
に
で
は
あ
る
が
、
そ
の
妥
当
性
を
検
証
し
た
。

パ
ス
ス
ル
ー
・
シ
ス
テ
ム
を
実
施
す
る
際
に
、
同
時
に
課
税
さ
れ
る
構
成

員
間
で
適
用
税
率
が
乖
離
す
る
こ
と
は
、
仮
に
、（
い
わ
ゆ
る
二
元
的
所
得
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四
一

N 0, 0. 5

Y
I

H －0. 0499, 0.9025

R
M

a －0.0646+0.588a, 0.892+0.42a

(a) tc=0.3）

N 0, 0. 5

Y
I

H －0.0499, 0.9025

R －0.04108, 0.9088
M

(b) tc=0.3, a=0.04）
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税
論
な
ど
に
基
づ
き
）
資
本
所
得
の
税
率
が
均
一
化
さ
れ
た
と
し
て
も
、

過
年
度
損
失
の
繰
越
控
除
や
、
持
分
譲
渡
に
よ
る
ア
ウ
ト
サ
イ
ド
・
べ
イ

シ
ス
（
な
い
し
、
イ
ン
サ
イ
ド
・
べ
イ
シ
ス
）
の
ス
テ
ッ
プ
・
ア
ッ
プ
な

ど
が
存
在
す
る
限
り
、
不
可
避
で
あ
ろ
う
か
ら
、
そ
の
弊
害
は
確
か
に
存

在
す
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

　

し
か
し
な
が
ら
、そ
の
弊
害
の
本
質
が
ロ
ッ
ク
イ
ン
効
果
で
あ
る
以
上
、

ロ
ッ
ク
イ
ン
効
果
の
解
消
を
目
指
し
て
考
案
さ
れ
て
き
た
、A

uerbach 
1991

）
19
（

の
遡
及
的
キ
ャ
ピ
タ
ル
・
ゲ
イ
ン
課
税
（Retrospective Capital 

Gain T
axation

）
や
、
そ
の
発
展
型
で
あ
るA

uerbach &
 Bradford 

2004

）
23
（

の
所
得
課
税
型
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
課
税
（Generalized Cash-

flow
 T
axation

）
な
ど
を
用
い
る
の
で
は
な
く
、
な
ぜ
ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ

ス
テ
ム
に
依
っ
て
弊
害
の
軽
減
を
図
る
べ
き
で
あ
る
の
か
、
さ
ら
に
は
、

事
実
上
の
消
費
課
税
化
の
可
能
性
が
高
い
の
で
あ
れ
ば
、
消
費
課
税
型
キ

ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
税
に
移
行
す
る
方
が
好
ま
し
い
の
で
は
な
い
か
、
と

い
っ
た
疑
問
が
生
じ
る
。
こ
れ
ら
の
疑
問
に
誰
も
が
満
足
で
き
る
答
え
を

用
意
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
ろ
う
。

　

も
っ
と
も
、
こ
の
こ
と
か
ら
、
ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
の
正
当
化
が

お
よ
そ
不
可
能
と
い
う
こ
と
も
早
計
に
過
ぎ
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
取
引

コ
ス
ト
の
節
約
に
担
税
力
を
見
出
すSchlunk 

2003

）
16
（

な
ど
の
議
論
に
つ

い
て
も
、
今
後
、
検
討
を
加
え
て
い
く
こ
と
に
し
た
い
。

（
本
研
究
は
科
研
費
（23653007

）
の
助
成
を
受
け
た
も
の
で
あ
る
。）

＊
１　

主
な
も
の
と
し
て
、
超
過
所
得
税
（
法
人
）
や
配
当
源
泉
徴
収
の
廃
止
、

配
当
（
税
額
）
控
除
（
個
人
）
や
配
当
益
金
不
算
入
（
法
人
）
の
創
設
が

あ
る
。
昭
和
二
五
年
法
律
第
七
一
・
七
二
号
を
参
照
。

＊
２　

経
緯
や
議
論
に
つ
い
て
は
、
岡
村
二
〇
〇
二
（
文
献
５
）﹇215-216

頁
﹈

を
参
照
。

＊
３　

た
と
え
ば
、T

.D
. Report 1992

（
文
献
６
）﹇pp.3-12

﹈
は
、
ク
ラ

シ
カ
ル
・
シ
ス
テ
ム
を
、
①
企
業
形
態
（
法
人
形
態
か
、
非
法
人
形
態

か
）、
②
資
金
調
達
（
株
式
か
、
負
債
か
）、
③
分
配
政
策
（
利
益
配
当
か
、

利
益
留
保
か
）
の
三
点
に
お
い
て
中
立
性
（neutrality

）
を
欠
く
課
税
制

度
で
あ
る
と
し
、
そ
う
し
た
非
中
立
性
が
法
人
の
資
金
調
達
コ
ス
ト
を
上

昇
さ
せ
て
い
る
と
す
る
、T

raditonal 
V
iew

に
基
づ
く
主
張
の
典
型
で

あ
る
。
こ
こ
で
は
、
①
か
ら
③
に
つ
い
て
の
差
異
、
す
な
わ
ち
、
事
業
活

動
が
法
人
形
態
と
非
法
人
形
態
と
の
い
ず
れ
で
営
ま
れ
る
か
、
外
部
か
ら

の
資
金
調
達
を
株
式
と
負
債
と
の
い
ず
れ
で
行
う
か
、
さ
ら
に
は
、
課
税

後
利
益
を
ど
の
よ
う
に
用
い
る
の
か
に
よ
っ
て
、
課
税
上
の
取
扱
い
（
追

加
的
課
税
の
実
施
・
不
実
施
）
を
変
え
る
こ
と
が
非
中
立
的
と
さ
れ
る
こ

と
か
ら
明
ら
か
な
よ
う
に
、
こ
れ
ら
の
差
異
は
得
ら
れ
る
資
本
所
得
の
多

寡
に
影
響
し
な
い
と
仮
定
さ
れ
て
い
る
。

＊
４　

N
ew
 V
iew

に
お
い
て
も
、
利
益
配
当
そ
れ
自
体
が
資
本
所
得
の
発
生

要
因
と
見
ら
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。

＊
５　

た
と
え
ば
、K

anda &
 Levm

ore 1991

（
文
献
14
）﹇pp.238-240

﹈

で
は
、
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
・
コ
ス
ト
削
減
手
段
と
し
て
ク
ラ
シ
カ
ル
・
シ

ス
テ
ム
が
有
用
と
な
る
場
合
に
つ
い
て
改
め
て
言
及
さ
れ
た
後
、「
個
別
の

契
約
締
結
よ
り
も
効
率
的
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
場
合
ご
と
に
、
分
離
さ

れ
た
法
人
税
に
よ
る
均
一
効
果
を
享
受
出
来
る
よ
う
、
事
業
体
に
よ
る
交

互
切
替
え
を
可
能
に
す
る
こ
と
が
理
想
で
は
あ
る
」（p.240

）
と
の
主
張

が
登
場
す
る
。

＊
６　

Schlunk 2003

の
議
論
を
紹
介
す
る
も
の
と
し
て
は
、
他
に
渡
辺
二
〇

一
三
（
文
献
17
）﹇191-193

頁
﹈
が
あ
る
。

＊
７　

他
に
も
、
た
と
え
ば
、Rudnick 1988

（
文
献
18
）
は
、
超
過
利
潤
（
経
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四
二



済
的
レ
ン
ト
）
に
対
す
る
中
立
的
な
課
税
と
し
て
、
法
人
所
得
課
税
が
正

当
化
さ
れ
得
る
と
す
る
が
、
そ
の
法
人
所
得
課
税
は
、
新
規
発
行
の
株
主

持
分
に
係
る
利
子
（
正
常
利
潤
）
相
当
部
分
に
つ
い
て
控
除
を
認
め
る
も

の
で
あ
り
（Rudnick 1988

（
文
献
18
）[pp. 987-996

﹈）、
ク
ラ
シ
カ

ル
・
シ
ス
テ
ム
で
は
な
か
っ
た
。

＊
８　

渡
辺
二
〇
一
三
（
文
献
17
）﹇186-187

頁
﹈
は
、「
極
め
て
不
十
分
な
統

合
」
と
述
べ
る
。

＊
９　

ゲ
ー
ム
理
論
に
つ
い
て
は
、
主
と
し
て
、
岡
田
二
〇
〇
八
（
文
献
20
）、

お
よ
び
、
神
戸
二
〇
〇
四
（
文
献
21
）
を
参
照
し
た
。

＊
10　

た
と
え
ば
、
I
は
、
Y
か
N
か
を
選
択
す
る
際
に
、１

/２

の
余
剰
資
金

を
有
し
て
お
ら
ず
、
Y
を
選
ぶ
場
合
に
は
借
入
れ
を
行
う
（
そ
し
て
、
そ

の
最
終
的
な
返
済
額
が1.3134
に
な
る
と
見
込
ま
れ
て
い
る
）、と
い
っ
た

状
況
を
想
定
さ
れ
た
い
。

＊
11　

た
と
え
ば
、tc

＝０

の
場
合
に
は
、
M
が
R
を
選
ぶ
条
件
がa

＞
０

と

な
り
、
か
つ
、
I
の
利
得
は
、（
Y
、
R
）
で
あ
っ
て
も
、
I
が
N
を
選
ぶ

場
合
よ
り
も
大
き
い
。

＊
12　

法
人
段
階
課
税
の
非
課
税
が
事
実
上
の
消
費
課
税
に
至
る
こ
と
に
つ
い

て
は
、
た
と
え
ば
、W

eisbach 2006

（
文
献
22
）﹇pp.224-226]

を
参

照
。
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